
かすがホームヘルパーステーション重要事項説明書  
（群馬県指定 第１０７０８００５５０号） 

 

「指定訪問介護」「指定介護予防訪問介護」 

「第１号訪問事業（介護予防・日常生活支援総合事業相当）」 

（令和６年６月１日現在） 

 

 当事業所はご契約者に対して指定訪問介護及び指定介護予防訪問介護サービスならび

に介護予防日常生活支援総合事業相当サービスを提供します。事業所の概要や提供さ

れるサービスの内容、契約上ご注意頂きたい事を次のとおり説明します。 

 

※ 当サービスの利用は、原則として要介護認定の結果「要支援」「要介護」 

と認定された方、および介護予防日常生活支援総合事業における「事業対象

者」が対象となります。要介護認定をまだ受けていない方でもサービスの利

用は可能です。 
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１.事業者 

 （１）法人名    社会福祉法人 春日園 

 （２）法人所在地  群馬県渋川市中郷２３９９番地７ 

 （３）電話番号   ０２７９‐５３‐２５０６ 

 （４）代表者氏名  理事長 石附正賢 

 （５）設立年月日  昭和３１年 １月２８日 

 

２．事業所の概要 

 （１）事業所の種類    指定訪問介護事業所・指定介護予防訪問介護事業所 

第１号訪問事業所 

  （２）事業の目的      訪問介護事業の適正な運営を確保するために、人員及

び管理運営に関する事項を定め、事業所の介護福祉士

又は訪問介護員等が要介護状態の方に対し、適正な訪

問介護を提供することを目的とします。 

 （３）事業所の名称    かすがホームヘルパーステーション 

 （４）事業所の所在地   群馬県渋川市中郷２３９９番地７ 

 （５）電話番号      ０２７９‐５３‐２５０６ 

 （６）事業所長氏名    管理者 後藤 光好 

 （７）当事業所の運営方針  事業所の訪問介護員等は、要介護者等の心身の特性を

踏まえて、その有する能力に応じ自立した日常生活を

営むことができるよう、入浴、排泄、食事の介護その

他の生活全般にわたる援助を行います。 

               事業の実施に当たっては、関係市町村、地域の保健・

医療・福祉サービスとの綿密な連携を図り、総合的な

サービスの提供に努めます。 

 （８）開設年月日     平成１８年４月１日 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

 （１）通常の事業の実施地域  渋川市全域                   

（２）営業日及び営業時間   営 業 日 年中無休 

                営 業 時 間 ２４時間 

                受付相談窓口 ９時～１７時（土日祝日は除く） 

                  ※ 電話等により、２４時間常時連絡は可能 

４．職員の体制 

当事業所では、ご契約者に対して指定訪問介護及び指定介護予防訪問介護サービ

スならびに介護予防日常生活支援総合事業相当サービスを提供する職員として、以

下の職種の職員を配置しています。 
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＜主な職員の配置状況＞ 
職   種 常勤換算 指定基準 

１．事業所長（管理者） １名  １名 

２．サービス提供責任者（介護福祉士） ２名 ２名 

３．訪問介護員 ９．３名 ３名以上 

 （１）介護福祉士 ８．８名 

 
（２）訪問介護養成研修２級 

（ヘルパー２級）課程修了者 

介護職員初任者研修修了者 

０．５名 

※ 常勤換算 ： 職員それぞれの週あたりの勤務延時間の総数を当事業所にお

ける常勤職員の所定勤務時間数（週４０時間）で除した数です。 
（例）週８時間勤務の介護職員が５名いる場合、常勤換算では１名となります。  

   （８時間×５名÷４０時間＝１名） 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

  当事業所では、ご契約者のご家庭に訪問し、サービスを提供します。 

  当事業所が提供するサービスについて、（１）利用料金が介護保険から給付される

場合、（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合があります。 

 

（１）介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第４条参照） 

    以下のサービスについては、利用料金の９割が介護保険から給付されます。 

 

＜サービスの概要＞ 

１）身体介護 

  食事介助、入浴介助、排泄介助、服薬介助、特段の専門的配慮をもって行う調

理、自立生活支援のための見守り的援助等の介助 
 
２）生活援助 
  買い物、調理、掃除、洗濯等の介助 
 
３）通院等のための乗車又は降車の介助 
  通院等に際して、ヘルパーが運転する自動車への移動・移乗の介助を行いま

す。（移送に係る運賃は別途必要になります。） 
 

  ☆ご契約者に対する具体的なサービスの実施内容、実施日及び実施回数は、居宅サ

ービス計画及び介護予防サービス計画ならびに介護予防ケアマネジメントケアプ

ランがある場合には、それを踏まえた訪問介護計画及び介護予防訪問介護計画に

定められます。 
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  ＜サービス利用料金＞ 

※ 地域区分７級地（介護報酬１単位あたりの単価：10.21円）が、全ての料金・加算 
に適用されます。なお、２割負担者の場合は、表示料金の２倍の負担になります。 

 １）身体介護（１割負担。特定事業所加算Ⅰを含むご利用者負担額） 

 20分未満 
20分以上 

30分未満 

30分以上 

60分未満 

60分以上 

90分未満 

90分以上 

120分未満 

昼 間 ２００円 ２９９円 ４７４円 ６９４円 ７９５円 

早朝・夜間 ２５０円 ３７５円 ５９３円 ８６９円 ９９３円 

深 夜 ３００円 ４４８円 ７１２円 1,042円 1,194円 

 ※120分以上料金は、計画時に事前説明します。 

２）生活援助（１割負担。特定事業所加算Ⅰを含むご利用者負担額） 

 45分未満 45分以上 
※１）２）ともに、利用者の心身の状況等

により、１人の訪問介護員よるサービス提

供が困難であると認められる場合で、利用

者の同意を得て２人の訪問介護員によるサ

ービス提供を行ったときは、上記１）２）

金額の２倍になります。 

昼 間 ２２０円 ２７０円 

早朝・夜間 ２７５円 ３３７円 

深 夜 ３３０円 ４０４円 

３）通院乗降介助（１割負担。特定事業所加算Ⅰを含むご利用者負担額） 

 
１回あたり 

（片道料金） 

※ 次の場合は、身体介護を算定します。 
①要介護度４又は５の利用者であって、通院等のた

めの乗車又は降車の介助を行うことの前後に連

続して、相当の所要時間(２０～３０分程度以上)
を要し、かつ手間のかかる身体介護を行う場合。 

②要介護度が１から５の利用者であって、通院等の

ための乗車又は降車の介助の前後において、居宅

における外出に直接関係しない身体介護に 30 分
～60分以上を要す身体介護が中心である場合。 

昼 間 １１８円 

早朝・夜間 １４８円 

深 夜 １７９円 

※ 昼間は、8:00～18:00。早朝は、6:00～8:00。夜間は、18:00～22:00。深夜は、22:00
～6:00となります。 

４）介護予防訪問介護ならびに日常生活支援総合事業相当（１か月につき） 

週 １ 回 １,２０１円 

週 ２ 回 ２,３９８円 

週 ３ 回 ３,８０５円 
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５）加算減算料金（１割負担） 

１）特定事業所加算Ⅰ（体制加算） 所定単位数×２０％ 

 ※ 事業所が、以下の要件を満たしている場合に算定します。 
 
【体制要件】  
（1）計画的な研修の実施 （2）定期的な会議の開催（3）定期的な健康診断の実施 
（4）緊急時等における対応方法の明示  
【人材要件】※実務者研修修了者  
（1）訪問介護員等要件（2）サービス提供責任者要件（3）重度要介護者等対応要件 
 

２）初 回 加 算（個別） ２０４円 

※ 新規に訪問介護計画または介護予防訪問介護計画を作成した利用者に対して
初回に実施した訪問介護と同月内に、サービス提供責任者が、自ら訪問介護

を行う場合又は他の訪問介護員等が訪問介護を行う際に同行訪問した場合に

加算します。 

※ 過去二ｶ月の間に当事業所による訪問介護または介護予防訪問介護が提供されてい

ない場合に加算します。 

 ※ 要介護認定から要支援認定、または要支援認定から要介護認定に変更となった場

合に加算します。 

 

３）緊急時訪問介護加算（個別） １０２円 

※ 利用者やその家族等からの要請を受けて、サービス提供責任者が介護支援専
門員と連携を図り、介護支援専門員が必要と認めたときに、サービス提供責

任者又はその他の訪問介護員等が居宅サービス計画にない訪問介護（身体介

護）を行った場合に加算します。 
 

４）介護職員等処遇改善加算Ⅰ 月額合計金額×24.50％ 

※体制要件 

 

５）同一敷地内等にかかる減算 ９０／１００ 

※ 訪問介護事業所の所在する建物と同一敷地内もしくは隣接する敷地であり、 
訪問介護事業所を同月に利用する５０名以下の利用者が居住する建物に対す 
る利用者に対し訪問介護を行った場合に算定されます。 
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（２）介護保険の給付対象とならないサービス（契約書第５条、第８条参照） 

    介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用される場合は、サービス利

用料金の全額がご契約者の負担となります。 

   

（３）交通費（契約書第８条参照） 

 通常の事業の実施地域を越えて行うサービス提供に要した交通費は、通常の

事業の実施地域を越えた地点から、サービスを提供する場所までの間の距離

に応じて、自動車を使用した場合に次の額の実費が、ご契約者の負担となり

ます。 
１ 片道おおむね１０㎞未満  ５００円 
２ 片道おおむね１０㎞以上、５㎞毎に４００円加算 
３ タクシーを利用した場合は実費負担 

 

 （４）利用料金のお支払い方法 

    前記（１）、（２）の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算し毎月１０日までにご請

求ますので、次のいずれかの方法によりお支払い頂きます。 

ア． 自動口座引き落とし 

     指定の金融機関の口座から月の２７日に引き落とします。ただし、土日祝日 

の場合は翌日の引き落としになります。 

イ． 現金払い 

 サービス提供時に毎回または月１回定められた日にお支払い願います。 

ウ． 振り込み 

振 込 先 
群馬銀行 渋川支店 普通 １７４１５１２ 

かすがホームヘルパーステーション 管理者 後藤光好 

   

 （５）利用の中止、変更、追加（契約書第９条参照） 

   ○利用予定日前に、ご契約者の都合により、訪問介護サービスの利用を中止又は

変更若しくは新たなサービスの利用を追加することができます。この場合には

サービスの実施日の前日までに事業者に申し出て下さい。 

   ○利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申し出をさ

れた場合、取消料をお支払いただく場合があります。但し、ご契約者の体調不

良等正当な事由がある場合には、この限りではありません。 

   
 
 



 ６

 ＜キャンセル料＞ 

キャンセル時期 キャンセル料 

サービス利用日の前日までに申し出があった場合 無料 

サービス利用日の前日までに申し出がなかった場合 当日の利用料金の５０％ 

   ※ サービス利用の変更・追加の申し出に対して、訪問介護員の稼働状況によりご契

約者の希望する期間にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時をご契約

者に提示して協議します。 

  

６．サービスの利用に関する留意事項 

 （１）サービス提供を行う訪問介護員 

    サービス提供時に、担当の訪問介護員を決定します。 

    但し、実際のサービス提供にあたっては、複数の訪問介護員が交替してサービ

スを提供します。 

 

（２）訪問介護員の交替（契約書第６条参照） 

   ①ご契約者からの交替の申し出 

    選任された訪問介護員の交替を希望する場合には、当該訪問介護員が業務上不

適当と認められる事情その他交替を希望する理由を明らかにして、事業者に対し

て訪問介護員の交替を申し出ることができます。但し、ご契約者から特定の訪問

介護員の指定はできません。 

   ②事業者からの訪問介護員の交替 

    事業者の都合により、訪問介護員を交替することがあります。 

    訪問介護員を交替する場合は、ご契約者及びその家族等に対してサービス利用

上の不利益が生じないよう十分に配慮するものとします。 

 

 （３）サービス実施時の留意事項（契約書第７条参照） 

   ①定められた業務以外の禁止 

    ご契約者は「５.当事業所が提供するサービス」で定められたサービス以外の

業務を事業者に依頼することはできません。 

   ②介護サービスの実施に関する指示・命令 

    介護サービスの実施に関する指示・命令は全て事業者が行います。但し、事業

者は介護サービスの実施にあたって、ご契約者の事情・意向等に十分に配慮する

ものとします。 

   ③備品等の使用 

    介護サービス実施の為に必要な備品等（水道・ガス・電気を含む）は無償で使

用させていただきます。訪問介護員が事業所に連絡する場合の電話等も使用させ

ていただきます。 
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 （４）サービス内容の変更（契約書第１０条参照） 

    サービス利用当日に、ご契約者の体調等の理由で予定されていたサービスの実

施ができない場合には、サービス内容の変更を行います。その場合、事業者は、

変更したサービスの内容と時間に応じたサービス利用料金を請求します。 

 

 （５）訪問介護員の禁止行為（契約書第１４条参照） 

   訪問介護員は、ご契約者に対する介護サービスの提供にあたって、次に該当する

行為は行いません。 

   ①医療行為 

   ②ご契約者若しくはその家族等からの金銭又は高価な物品の授受 

   ③ご契約者の家族等に対する訪問介護サービスの提供 

   ④飲酒及びご契約者若しくはその家族等の同意なしに行う喫煙 

   ⑤ご契約者若しくはその家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動 

   ⑥その他ご契約者若しくはその家族等に行う迷惑行為 

 
７. 緊急時等における対応方法について 

訪問介護員等は、訪問介護の実施中に、利用者の病状に急変、その他緊急事態が 生

じたときは、速やかに主治医に連絡する等の措置を講ずるとともに、管理者に報告す

るものとする。 
 
８. 事故発生時の対応について 

利用者に対する指定訪問介護等の提供により事故が発生した場合は、速やかに県、

市町村、利用者の家族、介護支援専門員（介護予防にあっては地域包括支援センター）

等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じる。 
１） 前項の事故の状況及び事故に際して採った処置を記録する。 
２） 利用者に賠償すべき事故が発生した場合には、損害賠償を速やかに行う。 
 
９. 苦情処理等について 

事業所は、提供した指定訪問介護に係る利用者又はその家族からの苦情等に迅速か

つ適切に対応するため、苦情等を受け付けるための窓口を設置する。 
１） 事業所は、前項の苦情等の内容について記録するものとする。 
 
10. 虐待防止に関する事項について 

事業所は、利用者の人権擁護・虐待の防止のため次の措置を講ずるものとする。 
一 虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 
二 利用者及びその家族からの苦情処理体制の整備 
三 その他虐待防止のために必要な措置 
１） 事業所は、指定訪問介護の提供中に、従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者を
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現に養護する者）による虐待を受けたと思われる利用者を発見した場合は、速やかに

市町村に通報するものとする。 
 
11. 身体拘束等の原則禁止について 

事業所は、サービス提供にあたっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保

護するため緊急やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行

為（以下「身体拘束等」という。）を行わない。 
１） 事業所は、やむを得ず身体拘束等を行う場合には、本人又は家族に対し、身体拘

束の内容、理由、期間等について説明し同意を得た上で、その態様及び時間、その際

の心身の状況並びに緊急やむを得ない理由など必要な事項を記載することとする。 
 
12. 個人情報の保護について 

利用者又はその家族の個人情報について「個人情報の保護に関する法律」及び厚生

労働省が作成した「医療・介護関係事業者における個人情報の適切な取扱いのための

ガイダンス」を遵守し適切な取扱いに努めるものとする。 
１） 事業所が得た利用者又はその家族の個人情報については、事業所での介護サービ

スの提供以外の目的では原則的に利用しないものとし、外部への情報提供については

必要に応じて利用者又はその家族の同意を得るものとする。 
２） 従業者であった者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持させるた

め、 従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従業者と

の雇用契 約の内容とする。 
 

13. 苦情の受付について 

 当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 
○苦情受付窓口（担当者） サービス提供責任者 畔上由貴子 
○受付曜日と時間   毎週月曜日～金曜日 
           ８：３０ ～ １７：３０ 

   ○受付方法      電話   ０２７９－５３－２５０６ 
             ＦＡＸ   ０２７９－５３－３８７７ 
＜行政機関その他苦情受付＞ 
 〒 所在地 電  話 FAX 

渋川市役所 本所高齢

対策課 

377-

0007 
渋川市石原 80 0279-22-2116 0279-24-6541 

群馬県国民健康保険 

団体連合会 

377-

0846 
前橋市元総社町 335-8 027-290-1323 027-255-5308 

群馬県社会福祉協議会

権利擁護課 

371-

0843 
前橋市新前橋町 13-12 027-255-6226 027-255-6173 
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令和   年  月  日 
 

訪問介護及び介護予防訪問介護ならびに介護予防日常生活支援総合事業相当サー

ビスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行い同意を受け、当該

文書を交付しました。 
 

指定訪問介護事業所・指定介護予防訪問介護事業所・第１号訪問事業所 

かすがホームヘルパーステーション   管理者 後藤 光好 ㊞ 
 

      説明者 職・氏名 サービス提供責任者           ㊞ 
 
 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定訪問介護・指定

介護予防訪問介護・介護予防日常生活支援総合事業相当サービスの提供開始に同意

し、当該文書の交付を受けました。 
  なお、介護計画作成に必要な私に関する情報等について、別紙通り関係事業所

へ提供すること、および関係事業所から提供されること〔個人情報の提供〕を 
（ 同意します ・ 同意しません ） 
   

利  用  者 住所                 

氏名               ㊞ 

利用者家族代表 住所                 

氏名               ㊞ 

続柄（       ） 

（代 筆 者） 氏名               ㊞ 

   代 筆 理 由：                     

※この重要事項説明書は、厚生省令第３７号（平成１１年３月３１日）第８条の規定に基づ

き、利用申込者又はその家族への重要事項説明のために作成したものです。 
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別紙 
 
指定訪問介護・指定介護予防訪問介護・介護予防日常生活支援総合事業相当 

＜契約における個人情報の使用について＞ 

 

１ 使用する目的 
事業者が介護保険法に関する法令に従い、居宅サービス計画に基づき、指定居宅サービ

スなどを円滑に実施する為に行うサービス担当者会議等において必要な場合、又他事業所

を利用する場合、ならびに実習生が研修・養成等の目的で介護に同席する場合に使用する。 
 

２ 使用に当たっての条件 
①個人情報の提供は、１に記載する目的の範囲内で必要最小限に留め、情報提供の際は 
関係者以外には決して漏れることのないよう細心の注意を払うこと。 

②事業者は、個人情報を使用した会議、相手方、内容等について記録しておくこと。 
③第三者への提供 

・訪問介護計画・介護予防訪問介護計画・介護予防ケアマネジメントケアプランの中で利用す

る居宅介護支援事業者への提供 
・国保連合会へ介護報酬の請求のための提出 
・コンピューターの保守のためのデーター提供 
・提供の手段又は方法として、手渡し、電子媒体、ＦＡＸ、電話などを用いる 

④場合によって、本人の申し出により第三者への提供を差し止めることが出来る。 
 
３ 個人情報の内容 
・氏名、生年月日、年齢、住所、健康状態、病歴、家族状況等、事業所が居宅サービスを 

行う為に、最低限必要な利用者や家族個人に関する情報 

・その他、利用者個人及び家族に関する情報であって、特定の個人が識別され、又は識

別され得るもの 

・上記の内容以外に特に必要な情報については本人又は家族に了承を得る 
 
※「サービス担当者会議」とは利用するサービスの担当者、本人、家族と共に利用者の 

自立支援の目的を達成するために話し合う場をいいます。 


